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  令和４年１１月定例教育委員会会議 

 

１．日 時 

令和４年１１月２４日（木）午前１０時００分～午前１１時００分 

 

２．場 所 

河内長野市役所７階 行政委員会室 

 

３．出席委員 

松本教育長、藤本教育長職務代理者、嘉名委員、田中委員、大矢委員 

 

４．１１月定例教育委員会会議録署名委員 

松本教育長、藤本教育長職務代理者、大矢委員  

 

５．事務局出席者 

尾西教育推進部長、小川生涯学習部長、中田教育推進部理事、安田教育推進

部理事、寺本教育総務課長、生田教育指導課長、内田教育指導課参事、篠﨑教育

指導課参事、二井文化・スポーツ振興課長、伊藤文化財保護課長、西野地域教育推

進課長、森図書館長、武本教育総務課長補佐、早川教育総務課主幹 

 

６．会議要録 

 開 会 

  松本教育長 

ただいまより教育委員会会議を開催することといたします。 

それでは、出席委員が定足数に達しておりますので、令和４年１１月定例教育

委員会会議を開会いたします。 

 

（1）前回会議録の承認 

   松本教育長 
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１０月の会議録について、何かご異議、ご質問などございませんか。 

特にご異議等がありませんでしたので、１０月の会議録を承認することといたしま

す。  

 

（2）署名委員の指名 

松本教育長 

１１月の会議の会議録の署名は、私のほかに藤本教育長職務代理者と大矢委

員にお願いします。 

 

藤本教育長職務代理者、大矢委員 

   了解しました。 

 

（3）教育長報告 

松本教育長 

次に教育長報告にうつります。 

令和４年１０月２８日から令和４年１１月２３日までの間の活動、主なも

のを申し上げます。 

まず１０月２８日金曜日は、庁議に出席しました。 

３０日日曜日は、河内長野市文化祭を視察しました。（ﾗﾌﾞﾘｰﾎｰﾙ）また、

Kuromaro Village！英語で GO！を視察しました。（くろまろの郷） 

３１日月曜日は、臨時市議会本会議に出席しました。 

１１月１日火曜日は、市校長会に出席しました。（給食ｾﾝﾀｰ）また、近畿市

町村教育委員会研修に参加しました。（ｵﾝﾗｲﾝ研修） 

２日水曜日は、市部長会に出席しました。また、市民団体の応接をしました。 

３日木曜日は、市長表彰式に出席しました。また、河内長野市文化祭を視察

しました。（ﾗﾌﾞﾘｰﾎｰﾙ）また、金剛寺国宝特別公開を視察しました。（金剛寺） 

４日金曜日は、大阪府都市教育長協議会秋季研修会に参加しました。（富

田林市） 

５日土曜日は、河内長野青年会議所ドッジボール大会を視察しました。（市民
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総合体育館）また、河内長野市文化祭を視察しました。（ﾗﾌﾞﾘｰﾎｰﾙ） 

７日月曜日は、学校を訪問しました。（長野中学校） 

８日火曜日は、庁議に出席しました。 

１０日木曜日は、市教頭会に出席しました。また、市長と教育委員の懇談会を

実施しました。 

１１日金曜日は、全員協議会に出席しました。また、大阪府教育委員会参事

の応接をしました。 

１７日木曜日は、南河内地区市町村教育委員会研修会に参加しました。

（河南町 大阪府立近つ飛鳥博物館） 

２０日日曜日は、河内長野市商工祭を視察しました。（寺ヶ池公園）また、

国際交流協会 30周年世界の文化ごった煮を視察しました。（ｷｯｸｽ） 

２１日月曜日は、市議会議員会派重点要望に出席しました。また、U-17 女

子サッカー日本代表選手の市長表敬訪問に同席しました。 

２２日火曜日は、市議会議員会派重点要望に出席しました。 

以上、教育長報告を終わります。何かご質問はございませんか。 

 

松本教育長 

よろしいでしょうか。 

ではつづいて、各委員から報告事項、情報提供をお願いいたします。 

 

藤本委員 

他の委員もそうですが、今月は２つ研修に参加しました。 

ひとつでは教育内容に関する現状をクイズ形式にしたりし、分かりやすく説明され

ていました。 

以上です。 

 

松本教育長 

ありがとうございました。他、よろしいでしょうか。 

それでは教育委員報告を終わります。 
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（4）議事（要旨） 

松本教育長 

それでは、本日の案件に入ります。 

議案第２８号「河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条

例案に係る協議について」の説明をお願いします。 

 

寺本教育総務課長 

議案第２８号「河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条

例案に係る協議について」 ご説明いたします。 

本件につきましては、令和 3 年に公布されましたデジタル社会形成整備法第 51

条関係により、令和5年4月1日に個人情報の保護に関する法律の改正が施行

されます。これまでは個人情報保護に関する規律法令につきましては、国の行政機

関、あるいは独立行政法人、あるいは民間事業者は別々の個人情報保護法が適

用され、我々地方公共団体は、個人情報保護条例の適用となっており、つまり各

機関あるいは各自治体によりそれぞれ別の法令によって制度化されておりました。こ

の度、地方公共団体においても、全国的な共通ルールを規定することにより国際的

な制度との調和を図ることを目的として、法体系が一本化されます。 

これにより現在の河内長野市個人情報保護条例を廃止するとともに、法を補完

する法施行条例を整備する必要があることから、河内長野市個人情報の保護に関

する法律の施行に関する条例を制定する必要が生じました。 

このため市長において、個人情報の保護に関する法律の改正にかかる対応の方

向性につきまして、令和 4 年 9 月 8 日付けで、河内長野市情報公開・個人情報

保護運営審議会に諮問を行いまして、同年 9月 30日付けで答申が出されたため、

個人情報保護の実施機関の一つであります、我々教育委員会との協議を求められ

ているものでございます。なお、協議内容、諮問、答申の内容につきましては、別冊

1 に記載しております。 

この別冊 1 につきまして全部で 3部構成で表示させていただいております。 

まず初めに令和4年11月11日付けで市長から、教育長あてに出された、河内
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長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例案協議が、1 ページか

ら 9 ページまでございます。今回はこの協議依頼に基づきまして、個人情報保護の

実施機関の一つである教育委員会に対し、協議を求められているものでございま

す。 

次に 9 ページ目の後ろには、令和 4 年 9 月 9 日付で出されました、市長から河

内長野市情報公開・個人情報保護運営審議会に対して行われました個人情報

の保護に関する法律の改正に伴う対応についての諮問書でございます。 

諮問事項といたしましては記載の通りで、1 は河内長野市個人情報保護条例の

廃止について、2 は本市独自の個人情報保護制度について、3 は議会が保有する

個人情報の保護について、4 は審議会についてということで、この 4 事項が諮問され

ております。 

この諮問を受けまして、次ページに令和 4年 9 月 30日付けで、河内長野市情

報公開・個人情報保護運営審議会から市長あてに答申が示されております。 

それでは、資料の３枚目です。河内長野市個人情報に関する法律の施行に関

する条例案要綱につきましては、河内長野市情報公開・個人情報保護運営審議

会から出された答申の概ね内容どおりとなっております。また次ページ以降には、条例

制定内容案の要点を記載しております。かいつまんで説明しますと、今回の個人情

報保護法の改正によりまして、今後は基本的に全国的なルールに沿って運用するこ

ととなってまいりますが、例えば手数料、あるいは開示等の決定期限、審議会への諮

問、制度の運用状況の公表などについては改正法の趣旨に照らし、条例において

制定することとなっております。これに対しまして今回の条例の中では、手数料は無

料とし、また開示決定期限は15日以内とし、条例改正などの場合には、河内長野

市情報公開・個人情報保護運営審議会へ諮問することとなっております。 

また毎年、個人情報保護制度の運用状況を公表するという、基本的には現在

の運用の内容どおりの内容を、今回の条例で規定する予定であります。これによりま

して、今回の制度改正後においても、概ね現行の制度運用に近い形での運用とな

ってまいります。また本条例の施行予定日は、令和 5年 4月 1日となります。 

説明は以上でございます。ご審議の上ご承認賜りますようよろしくお願い申し上げ

ます。 



6 

 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

 

田中委員 

今回の改正によって、個人情報保護が後退することはありますか。 

 

寺本教育総務課長 

後退はありません。むしろ進んでいるところがあります。例えば、細かい話ですが、

異なる行政機関から、例えば他市から各情報を入手した場合、当市でその他市の

情報に関連して開示請求が出た場合、当市だけで完結するというのが制度でありま

した。今回は情報公開の、移管ができるようになりましたので、例えば他市町村にお

いて当市が提供した情報に関連して開示請求が出ましたら、当然他市町村で受け

付けも可能ですし、当市に移管されて対応するということもできるようになりまして、そ

の場合は開示期限が 15 日だと間に合いませんので 30 日でもよい、というような改

正もあります。 

これは請求者に対して不利になるとかいうことは、おそらく無いと思います。むしろ少

し充実したのではないかと思います。 

 

松本教育長 

例えば全国共通ルールを定めるが、一方国では開示期限を３０日としています

が、市では今までどおり１５日にして、後退のないよう対応すると認識すればよいで

すか。 

 

寺本教育総務課長 

その通りになります。 

 

田中委員 

教員等の採用時の資格調査は、個人情報保護法上現在のところ問題ありませ
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んか。 

 

生田教育指導課長 

本人から同意書をもらいますので、特に問題は生じておりません。 

 

松本教育長 

他に異議等はないでしょうか。 

それではご異議等がないようですので、議案第２８号「河内長野市個人情報の

保護に関する法律の施行に関する条例案に係る協議について」 を承認といたしま

す。 

 

松本教育長 

それでは次に、議案第２９号「令和４年度河内長野市一般会計補正予算

(案)について」の説明をお願いします。 

 

寺本教育総務課長 

議案第２９号「令和４年度河内長野市一般会計補正予算(案)について」 ご

説明いたします。 

本件につきましては、令和 4 年 12 月市議会に提案予定の、令和 4 年度河内

長野一般会計補正予算案のうち、教育事務に係る部分につきまして、地方教育

行政の組織及び運営に関する法律第 29 条に基づき、市長から意見を求められた

ことによります。 

別冊 2 の２０ページをお願いします。歳入歳出予算の補正でございますが、今

回の補正は本年度7号補正でございます。教育費を含む一般会計全体で補正額

が 4 億 2,178 万 5千円となっております。今回ご報告いたします補正予算の関係

課といたしましては、教育総務課及び地域教育推進課となります。 

補正予算の詳細につきまして私からまとめてご説明申し上げます。 

まず初めに、歳出では、来年度に楠小学校及び長野中学校の2校のトイレ整備

の工事を実施するために補正いたします。この件につきましては、すでに 9 月市議会
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におきまして、測量設計等の委託料につきましては、小学校費中学校費ともに、債

務負担行為の補正の議決がなされており、すでに設計業務を開始しておるところで

ございますが、来年度に繰り越して業務を行いますことから、12 月市議会定例会に

おきまして工事請負費と併せて令和4年度予算として現計予算化を行います。また

当該トイレ整備に係る工事請負費ついては、今回正式に国庫補助金の交付決定

を受けたことに伴い12月市議会定例会におきまして、現計予算化するものでござい

ます。測量設計等委託料と工事請負費ともに繰越明許費の補正を行い、令和 5

年度に繰り越しするものでございます。 

款 10教育費、項2小学校費、目3小学校建設費では委託料として、測量設

計等委託料280万円、工事請負費として、小学校施設設備改善工事を 5,760

万円を予算化いたします。なお財源といたしましては学校施設環境改善交付金に

ついては、補助率 3 分の 1 で 1,343 万 3 千円、市債といたしまして小学校大規

模改造事業債が3,510万円となっております。また款10教育費、項3中学校費、

目 3中学校建設費では、委託料として測量設計等委託料340万円、工事請負

費として、中学校施設設備改善工事を 6,705 万円を予算化いたします。なお財

源といたしましては、学校施設改善交付金については補助率3分の1で1,667万

9千円、市債といたしまして中学校大規模改造事業債が4,030万となっており、市

債につきましては地方債の追加補正を計上しております。 

次に債務負担行為の補正ですが、南花台地区施設一体型小中一貫教育推

進校第 2 運動場並びに南花台放課後児童会整備工事に係る、設計業務委託

料の補正でございます。南花台小中学校の保護者や地域住民への説明会を終え

概ね整備内容が決まりました事をうけ、第2運動場と放課後児童会施設の設計業

務を開始いたします。両施設の設計業務につきましては、工事時期や工程など密

接に関連することから、一本の業務として発注を行います。費用につきまして運動場

整備につきましては限度額 500 万円、放課後児童会につきましては限度額

1,000 万円としております。 

本件につきましては 12 月市議会定例会において議決後、速やかに契約の手続

きに入り、業務を開始いたします。工期につきましては来年度 7 月ごろまでを予定し

ているため、債務負担行為をとしています。 
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説明は以上でございます。ご審議の上ご承認賜りますようよろしくお願い申し上げ

ます。 

 

松本教育長 

ただいまの説明につきまして、ご異議等ありましたらお願いいたします。 

第２運動場整備については、まだまだ色々なご意見が出てきているため、調整が

必要になりますが、設計は進めていきます。 

他に異議等はないでしょうか。 

それではご異議等がないようですので、議案第２９号「令和４年度河内長野市

一般会計補正予算(案)について」 を承認といたします。 

 

（５）報告案件（要旨） 

・報告第２３号「令和４年度河内長野市一般会計補正予算について」 

令和４年１０月臨時市議会に提案された令和４年度河内長野市一般会計

補正予算のうち、教育事務に係る部分について、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第２９条に基づき、市長より意見を求められたもの。なお、本件につ

いては緊急に市議会への議案を作成する必要が生じたため、やむをえなく教育長に

対する事務委任等に関する規則第３条第２項の規定に基づき教育長が臨時に

代理したので、これを報告し、承認を得たもの。 

 

 

(６）その他報告（要旨） 

伊藤文化財保護課長 

○岩湧山頂ではテント設営や火気の使用は禁止  

○夏の合宿は、滝畑ふるさと文化財の森センターで  

○滝畑ふるさと文化財の森センターのイベント 

○ふるさと歴史学習館の展示 

 

森図書館長 
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○令和４年版河内長野市立図書館年報 

（別添資料により説明） 

○図書館のクリスマス会 

○英語多読ひろば 

○さわる絵本・布の絵本大公開  

○図書館資料展示  

 

閉 会 

松本教育長 

  以上で１１月定例教育委員会を閉会します。 
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令和４年１２月定例教育委員会開催日程 

 

１．日 時 

  令和４年１２月２２日（木） 午前１０時００分開催 

  ※開始時間については、審議案件の件数により変更あり。 

 

２．場 所 

  河内長野市役所７階 行政委員会室  
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教育長報告（令和４年１０月２８日～令和４年１１月２３日）  別 紙 

１０月２８日（金） 

１０月３０日（日） 

 

１０月３１日（月） 

１１月１日（火） 

 

１１月２日（水） 

 

１１月３日（木） 

 

 

１１月４日（金） 

１１月５日（土） 

 

 

１１月７日（月） 

１１月８日（火） 

１１月１０日（木） 

 

１１月１１日（金） 

 

１１月１７日（木） 

 

１１月２０日（日） 

 

１１月２１日（月） 

 

１１月２２日（火） 

庁議 

河内長野市文化祭視察（ﾗﾌﾞﾘｰﾎｰﾙ） 

Kuromaro Village！英語で GO！視察（くろまろの郷） 

臨時市議会本会議  

市校長会（給食ｾﾝﾀｰ） 

近畿市町村教育委員会研修大会（ｵﾝﾗｲﾝ） 

市部長会 

市民団体応接 

市長表彰式 

河内長野市文化祭視察（ﾗﾌﾞﾘｰﾎｰﾙ） 

金剛寺国宝特別公開視察（金剛寺） 

大阪府都市教育長協議会秋季研修会（富田林市） 

河内長野青年会議所ドッジボール大会視察（市民総合体育

館） 

河内長野市文化祭視察（ﾗﾌﾞﾘｰﾎｰﾙ） 

学校訪問（長野中学校） 

庁議 

市教頭会 

市長と教育委員の懇談会 

全員協議会 

大阪府教育委員会参事応接 

南河内地区市町村教育委員会研修会（河南町 大阪府立近

つ飛鳥博物館） 

河内長野市商工祭視察（寺ヶ池公園） 

国際交流協会 30周年世界の文化ごった煮視察（ｷｯｸｽ） 

市議会議員会派重点要望 

U-17 女子サッカー日本代表選手市長表敬訪問に同席 

市議会議員会派重点要望 

 



 

 

 

 

令和４年１１月定例教育委員会会議 

 

 

 

 

 

議  案  書 



 

 

１ 

 

 

令和４年１１月定例教育委員会会議提出議案目次  

 

（議決案件） 

議案第２８号   河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関

する条例案に係る協議について 

（説明担当 教育総務課・・・・・p.２） 

議案第２９号   令和４年度河内長野市一般会計補正予算(案)につい

て 

（説明担当 教育総務課・地域教育推進課・・・・・p.３） 

 

（報告案件） 

報告第２３号   令和４年度河内長野市一般会計補正予算について 

（説明担当 教育指導課・・・・・p.４） 

 



 

 

２ 

 

 

議案第２８号 

 

河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例

案に係る協議について 

 

 

 河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例案に係る協

議について、別冊１のとおり承認する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 令和４年１１月２４日 

河内長野市教育長 松本 芳孝 

 



 

 

３ 

 

 

議案第２９号 

 

令和４年度河内長野市一般会計補正予算（案）について 

 

 

 令和４年度河内長野市一般会計補正予算（案）について、別冊２のとお

り承認する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１１月２４日 

河内長野市教育長 松本 芳孝  

 



 

 

４ 

 

 

報告第２３号 

 

令和４年度河内長野市一般会計補正予算について 

 

 

 令和４年度河内長野市一般会計補正予算について、別冊３のとおり承認

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１１月２４日 

河内長野市教育長 松本 芳孝  

 



別冊１ 

 

 

  

 

 

 

 

 

河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する

条例案に係る協議について 

 

 

 

 

 

 

 

 

河内長野市教育委員会事務局    

 

    

議案第２８号関係 



河長総総第７３－１号 

令和４年１１月１１日 

教育委員会 

 教育長 松本 芳孝 様 

 河内長野市長 島田 智明 

 （担当：総務部総務課） 

 

河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例案について（協議） 

 

  平素は本市行政運営に多大なご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

 さて、令和３年に公布されたデジタル社会形成整備法第５１条関係により改正

された個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）が令和５年４月１日に

施行されます。 

 このため、法改正に伴う対応について、河内長野市情報公開・個人情報保護運

営審議会に諮問を行い、その答申を得ました。 

 本市では、当該答申を尊重し、現在の個人情報保護条例を廃止するとともに、

法を補完する法施行条例として「河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行

に関する条例」を制定することとなりました。 

 つきましては、下記の条例案要綱を作成しましたので、条例の廃止及び制定に

ついて協議いたしたく、お願い申し上げます。なお、本協議については、令和４

年１２月１日（木）までに回答くださいますようお願いいたします。 

 

記 

 

 「河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例案要綱」 

 

   参考資料 

   ・河内長野市情報公開・個人情報保護運営審議会への諮問書及び答申書 

 

担当：総務部総務課情報統計係（内線：445） 
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河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例案要綱 

 

 

 

 令和３年に公布されたデジタル社会形成整備法第５１条関係により、令和５年４月１

日に個人情報の保護に関する法律の改正が施行される。 

 この改正は、これまで公的機関、民間部門においてまちまちであった個人情報保護制

度の法体系を一本化し、地方公共団体においても全国的な共通ルールを規定することに

より、国際的な制度との調和を図ることを目的としている。 

 このことにより、本市においては現在の個人情報保護条例を廃止するとともに、法を

補完する法施行条例を整備する必要があることから、「河内長野市個人情報の保護に関す

る法律の施行に関する条例」を制定するものとする。 

 なお、以上の個人情報の保護に関する法律の改正に係る対応の方向性については，令

和４年９月８日付けで河内長野市情報公開・個人情報保護運営審議会に諮問し、同年９

月３０日付けで答申を得ているものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【凡例】 

「改正法」・・・個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

※令和５年４月１日時点施行分 

「現行条例」・・河内長野市個人情報保護条例（平成９年河内長野市条例第３号） 

「条例」・・・・河内長野市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例（未制定） 
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① 趣旨について 

 改正法施行後、これまで現行条例により規律されていた個人情報保護制度は、改正法

が定める全国的なルールに則って運用されることになる。 

もっとも、改正法の趣旨と目的に照らし、条例で規定する必要がある事項や規定する

ことが許容されている事項がある。 

趣旨において、こういった条例の位置づけについて規定するものである。 

 

 

② 用語について 

 改正法の施行に関し必要な事項を定めるという条例の趣旨から、基本的に用語の意義

は改正法とその施行令の例によることを第１項に規定するものである。 

 第２項は、条例の規律の対象となる市の機関を「実施機関」として明示的に規定する

ものである。なお、この「実施機関」には改正法の適用範囲から原則として外れている

議会は含まれていない。 

 

 

③ 個人情報事務届出書ついて 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （用語） 

第２条 この条例において「実施機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、公

平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、上下水道事業の管理者

の権限を行う市長及び消防長をいう。 

２ 前項に掲げるもののほか、この条例において使用する用語の意義は、法及び個人情

報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号）の例による。 

 （個人情報取扱事務届出書） 

第３条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」という。）

を開始しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項を記載した個人情報取扱事務

届出書（以下「届出書」という。）を市長に提出しなければならない。届出書に記載

した内容を変更しようとするときも同様とする。 

 (1) 事務の名称 

 (2) 事務の目的 

 (3) 個人情報の収集等の方法 

 (4) 個人情報の種類 

 (5) 個人情報の対象となる者の範囲 

 (6) 電子計算機による処理の有無及び方法 

 (7) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、緊急かつやむを得ないときは、事務を開始

し、又は変更した日以後において届出書を提出することができる。 
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 これまで行ってきた、個人情報事務届出書の運用について、改正法施行後もこれまで

と同等の個人情報の適正な管理を行うために、引き続き運用することについて規定する

ものである。 

 

 

④ 開示請求において不開示となる情報について 

 改正法においては、保有個人情報の開示請求に際して、不開示となる情報が列記され

ている。また、同法が定める不開示情報に該当するものであっても情報公開制度との整

合性を確保するために情報公開条例の規定により開示することとされている情報を不開

示情報から除外すること及び、不開示情報を追加することが認められている。 

 以上のことから、情報公開条例との整合性を図るために次の２点について規定するも

のである。 

 

＜不開示情報から除外する項目＞ 

 法人に関する情報（当該法人等の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められ

るもの等のみ）のうち、違法又は著しく不当な事業活動に関する情報で、市民生活に重

大な影響を及ぼすおそれのあるもの（情報公開条例第６条第１号イ関係） 

 

＜不開示として追加する項目＞ 

 市の機関と国等の機関との間における依頼、協議等に基づいて作成し、又は取得した

情報であって、行政文書の開示をすることにより、その協力関係又は信頼関係を損なう

おそれのあるもの（情報公開条例第６条第２号関係） 

 

 

３ 市長は、実施機関から届出書の提出を受けたときは、当該届出書に記載されてい

る第１項各号の事項についての一覧を作成の上、一般の閲覧に供しなければならな

い。 

４ 第１項の規定は、次に掲げる事務については、適用しない。 

 (1) 市の職員又は職員であった者に係る個人情報であって、労務管理、人事管理等

に関するものを取り扱う事務 

 (2) 臨時に収集された氏名、住所等の事項のみを取り扱う事務 

 (3) 一般に入手できる刊行物等を取り扱う事務 

 (4) 物品若しくは金銭の送付若しくは受領又は業務上必要な連絡の用に供するた

め、相手方の氏名、住所等の事項のみを取り扱う事務 

 （不開示情報等） 

第４条 法第７８条第２項の規定により読み替えて適用する同条第１項の開示するこ

ととされている情報として条例で定めるものは、河内長野市情報公開条例（平成９

年河内長野市条例第２号。以下「情報公開条例」という。）第６条第１号イに掲げる

情報（法第７８条第１項各号（第３号を除く。）に該当するものを除く。）とする。 

２ 法第７８条第２項の規定により読み替えて適用する同条第１項の不開示とする必

要があるものとして条例で定めるものは、情報公開条例第６条第２号に掲げる情報

とする。 
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⑤ 開示手数料等について 

 改正法においては、保有個人情報の開示請求に係る手数料について、実費の範囲内で

できるだけ利用しやすい額を条例で定めることとなっている。 

 この手数料について、これまでと同様に無料として、写しの交付に要する費用の実費

負担を請求者に求めることを規定するものである。 

 

 

⑥ 開示等の決定の期限について 

 

（開示決定等の期限） 

第６条 開示決定等は、開示請求があった日から１５日以内にしなければならない。

ただし、法第７７条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に

要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があ

るときは、同項に規定する期間を１５日以内に限り延長することができる。この場

合において、実施機関は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の

理由を書面により通知しなければならない。 

（開示請求に係る手数料） 

第５条 法第８９条第２項の規定により納付しなければならない手数料の額は、無料

とする。 

２ 法第８７条の開示の実施に係る写しの交付等に要する費用は、請求者の負担とす

る。ただし、特定個人情報の開示請求において、実施機関は、経済的困難その他の

特別な理由があると認めるときは、当該開示請求に係る写しの交付等に要する費用

を減免することができる。 

 （訂正決定等の期限） 

第１０条 訂正決定等は、訂正請求があった日から３０日以内にしなければならない。

ただし、法第９１条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に

要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があ

るときは、同項に規定する期間を１５日以内に限り延長することができる。この場

合において、実施機関は、訂正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の

理由を書面により通知しなければならない。 

 （利用停止決定等の期限） 

第１２条 利用停止決定等は、利用停止請求があった日から３０日以内にしなければ

ならない。ただし、法第９９条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、

当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があ
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 改正法においては、保有個人情報の開示請求に対する決定期限は３０日、訂正及び利

用停止請求（以下「訂正等請求」といい、開示請求と併せて「開示等請求」という。）に

対する決定期限も３０日とし、それぞれ３０日を限度に延長することが可能とされてい

る。また、条例でその期間を短縮して規定することも可能とされている。 

 これらの決定の期限について、現行条例同様に、開示請求に対する決定期限は１５日、

訂正等請求に対する決定期限は３０日とし、それぞれ１５日を限度として延長すること

を可能とすることを規定するものである。 

 また、改正法に規定のある、開示請求に係る保有個人情報が著しく大量である際の開

示決定等の期限の特例の規定について、開示決定等の期限を短縮することからそれに合

わせて規定する日数を変更するものである。 

 

 

⑦ 事案の移送を受けた開示等請求に係る決定期限について 

 

（開示決定等の期限の特例） 

第７条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日

から３０日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著し

い支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、実施機関は、開

示請求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等を

し、残りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。こ

の場合において、実施機関は、同条第１項に規定する期間内に、開示請求者に対し、

次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

 (1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

 (2) 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

 （事案の移送があったときの開示決定等の期限） 

第８条 法第８５条の規定により本市の実施機関以外の行政機関の長等から事案が移

送されたときは、次の表の第１欄に掲げる場合に応じ、同表の第２欄の規定中同表の

第３欄に掲げる字句をそれぞれ同表の第４欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

事案の移送を受けた日

が、開示請求があった日

から１５日以内であっ

た場合 

第６条第１項

及び第７条 

開示請求が

あった日 

移送を受けた日 

事案の移送を受けた日

が、開示請求があった 

第６条第１項 １５日以内 ３０日以内 

日から１５日後であっ

た場合 

第７条 ３０日以内 ４５日以内 

 

るときは、同項に規定する期間を１５日以内に限り延長することができる。この場

合において、実施機関は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延

長の理由を書面により通知しなければならない。 
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 改正法においては、保有個人情報の開示請求を受けた行政機関の長等は開示請求に係

る保有個人情報が当該行政機関等以外の行政機関等から提供されたものであるとき、そ

の他他の行政機関の長等において開示決定をすることにつき正当な理由があるときは、

当該他の行政機関の長等と協議の上、その行政機関の長に事案を移送することができる

規定が設けられている。 

 この事案の移送を受けた開示請求に対する決定の期限について、その他の開示等請求

と同様に一定の期間を要することと、移送に日数が必要であることを考慮し、決定期限

の日数はその他の開示等請求と同等としながら、移送があった日の翌日を起算日とする

ことを規定するものである。 

  

 

⑧ 訂正請求・利用停止請求に係る保有個人情報の範囲等について 

 改正法においては、訂正請求及び利用停止請求（以下「訂正等請求」という。）できる

保有個人情報の対象を、開示請求による開示を受けた保有個人情報に限定している。一方

で、訂正等請求の制度の運用に支障が生じない限りにおいて、開示を受けていない保有個

人情報をその対象とすることを法施行条例に規定することは可能とされている。 

 現行条例においては、開示請求による開示を受けた保有個人情報かどうかに関わらず訂

正等請求を認めていることから、改正法の施行後も同様に開示を受けていない保有個人情

報についても訂正等請求ができるよう第９条及び第１１条の各条第１項に規定するもので

ある。 

 また、改正法第８１条においては、訂正等請求の前に行う必要がある開示請求において、

当該開示請求に係る保有個人情報の存否を答えることが不開示情報を開示することとなる

こととなるときは、当該保有個人情報の存否を明らかにしないで、当該請求を拒否するこ

と（以下「存否応答拒否」という。）ができると規定されている。本市においては、第９

条の規定により開示を受けていない個人情報に係る訂正等請求を受けることとなることか

ら、改正法と同様の取扱いとなるよう、当該訂正等請求についても存否応答拒否ができる

ように規定する必要があるため、改正法の規定を準用するものである。 

（訂正請求に係る保有個人情報の範囲等） 

第９条 法第９０条第１項に規定する訂正の請求をすることができる保有個人情報の

範囲は、同項各号に掲げるもののほか、開示決定を受けていない自己を本人とする保

有個人情報（記録されている行政文書等を当該請求者が特定しているものに限る。）

とし、同条第３項の規定は適用しない。 

２ 法第８１条の規定は、前項の保有個人情報に係る訂正請求についても準用する。 

 

（利用停止請求に係る保有個人情報の範囲等） 

第１１条 法第９８条第１項に規定する利用停止の請求をすることができる保有個人

情報の範囲は、同項各号に掲げるもののほか、開示決定を受けていない自己を本人

とする保有個人情報（記録されている行政文書等を当該請求者が特定しているもの

に限る。）とし、同条第３項の規定は適用しない。 

２ 法第８１条の規定は、前項の保有個人情報に係る利用停止請求についても準用す

る。 
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⑨ 審議会への諮問について 

 改正法においては、地方公共団体の機関は、条例で定めるところにより、個人情報の

適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると

認めるときは、審議会その他の合議制の機関に諮問することができるとされている。 

 これまで、本市では情報公開・個人情報保護運営審議会条例に規定する審議会を対し

て諮問し、現行条例に基づく個人情報保護制度の公正かつ円滑な運営及び改善について

意見を求めてきた。 

 改正法施行後においても、第１号から第３号の内容について意見を聴くことが特に必

要であると認められるときは、これまでと同様に河内長野市情報公開・個人情報保護運

営審議会に諮問することについて規定するものである。 

 

 

⑩ 制度の運用状況の公表について 

 現行条例においては、毎年度制度の運用状況を公表することが定められており、毎年

度情報公開制度と合わせて公表している。 

 改正法施行後においても、市民に対する制度運用の説明責任を果たすために、これま

でと同様に制度の運用状況を公表することを規定するものである。 

 

 

⑪ 規則への委任について 

 開示等請求に関して使用する様式、写しの交付に要する費用の他、条例の施行に関し

必要な事項について規則で定めることを規定するものである。 

 

 

 （審議会への諮問） 

第１３条 実施機関は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取扱

いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める

ときは、河内長野市情報公開・個人情報保護運営審議会条例（平成３０年河内長野市

条例第９号）に規定する河内長野市情報公開・個人情報保護運営審議会に諮問するこ

とができる。 

(1) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

(2) 法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合 

  (3) 前２号の場合のほか、実施機関における個人情報の取扱いに関する運用上の細則

を定めようとする場合 

 （運用状況の公表） 

第１４条 実施機関は、毎年、個人情報保護制度の運用状況について、公表するものと

する。 

 

 （委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 
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⑫ 施行期日について 

 この条例の施行期日について、改正法の施行期日である令和５年４月１日に施行する

ことを規定するものである。 

 

 

⑬ 河内長野市個人情報保護条例の廃止について 

 条例の施行と同時にこれまで本市の個人情報保護制度を規定してきた現行条例を廃止

することを規定するものである。 

 

 

⑭  経過措置について 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （河内長野市個人情報保護条例の廃止） 

第２条 河内長野市個人情報保護条例（平成９年河内長野市条例第３号。以下「旧条例」

という。）は、廃止する。 

   附 則 

  （経過措置） 

第３条 次に掲げる者に係る旧条例第１０条の規定によるその事務に関して知り得た

旧条例第２条第１号に規定する個人情報（以下「旧個人情報」という。）をみだりに

他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない義務については、前条の規定の

施行後も、なお従前の例による。 

 (1) 前条の規定の施行の際現に旧条例第２条第６号に規定する実施機関（以下「旧実

施機関」という。）の職員若しくは職員であった者又は派遣労働者若しくは派遣労

働者であった者のうち、前条の規定の施行前において旧個人情報の取扱いに従事

していた者 

(2) 前条の規定の施行前において旧実施機関から旧個人情報に係る事務の委託を受

けた者、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に

よる法人その他の団体であって市長が指定するもの又はこれらの従事者 

２ 前条の規定の施行の日前に旧条例第１３条から第１６条の２までの規定による請

求がされた場合における旧条例に規定する旧実施機関が保有する旧個人情報の開示、

訂正、削除、利用中止及び利用停止については、なお従前の例による。 

３ 第１項各号に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前において旧

実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧条例第３０条に規

定する個人情報ファイルを前条の規定の施行後に提供したときは、２年以下の懲役又

は１００万円以下の罰金に処する。 

４ 第１項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施行前において

旧実施機関が保有していた旧個人情報を前条の規定の施行後に自己若しくは第三者
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 現行条例の規定のうち、次の３点について必要な経過措置を規定するものである。 

（１） 改正法施行前に個人情報を取り扱う事務に従事していた者の義務 

（２） 改正法施行前に請求があった開示等請求の取扱いについて 

（３） 改正法施行前に個人情報を取り扱う事務に従事していた者が現行条例の規定に

違反した場合の罰則等について 

（４） 改正法施行時点において旧条例の規定により既に提出されていた事務の開始の

届出を改正後も引き継ぐことについて  

の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０

万円以下の罰金に処する。 

５ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従事者がその法人又

は人の業務に関して前２項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法

人又は人に対しても、各本項の罰金刑を科する。 

６ 前３項の規定は、市の区域外においてこれらの項の罪を犯した者にも適用する。 

７ 附則第２条の規定により旧条例の規定がその効力を失う前にした違反行為（デジ

タル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号）

附則第１０条第１項に規定する行為を除く。）及びこの附則の規定により従前の例に

よることとされる場合におけるこの条例の施行の日以降にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

８ 前条の規定の施行の日前に提出された旧条例第６条第１項に規定する事務の開始

に係る届出は、第３条第１項の規定により提出された届出書とみなす。 















































別冊２ 

 

 

  

 

 

 

 

 

令和４年度河内長野市一般会計補正予算（案）について 

 

【教育委員会関係抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

河内長野市教育委員会事務局    
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（単位　千円）

国府支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

7号 40,299,469 222,478 104,300 27,214 67,793

一般会計

（単位　千円）

款

教育費

補正理由

款

教育費

補正理由

（単位　千円）

補正理由

補正理由

一般会計

地方債補正（追加）

【教育委員会関係抜粋】

起　債　の　目　的 補正前 補正後 増　減

中学校整備事業 0 40,300 40,300

南花台地区施設一体型小中一貫教育推進校第２運動場整備事業を進めるにあたり、工事の設計業務を本
年度中に業務委託する必要があるため。

４．地方債の補正

（単位　千円）

起　債　の　目　的 補正前 補正後 増　減

限　度　額

南花台地区施設一体型小中一貫教育推進校第２運動場整
備工事設計業務委託料

令和４年度～令和５年度 5,000

中学校大規模改造事業
（トイレ整備）

70,450 委託料、工事請負費

項

長野中学校のトイレ整備を実施するものであるが、事業完了に相当の期間を要し年度内の事業完了が困難であるた
め。

事　　　　　　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

一般会計

債務負担行為の追加

事     業     名 金　額 備　　　　　考

中学校費

２．繰越明許費の補正

繰越明許費の追加

一 般 会 計 421,785 40,721,254

１．歳入歳出予算の補正

会 計 名
補正
号数 補 正 前 補 正 額

財 源 内 訳
計

項 事     業     名 金　額 備　　　　　考

　令和４年度

12　月　定　例　市　議　会

補正予算の概要

委託料、工事請負費

楠小学校のトイレ整備を実施するものであるが、事業完了に相当の期間を要し年度内の事業完了が困難であるた
め。

事　　　　　　　　　　項 期　　　　間

小学校費
小学校大規模改造事業

（トイレ整備）
60,400

３．債務負担行為の補正

南花台放課後児童会整備工事設計業務委託料 令和４年度～令和５年度 10,000

南花台放課後児童会整備事業を進めるにあたり、工事の設計業務を本年度中に業務委託する必要がある
ため。

小学校整備事業 0 35,100 35,100

参考資料 
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60,400 千円

補正前 0 千円 2,800 千円

補正前 0 千円 57,600 千円

学校費補助金　学校施設環境改善交付金（１／３） 13,433 千円

小学校債　小学校大規模改造事業債 35,100 千円

70,450 千円

補正前 7,691 千円 3,400 千円

補正前 0 千円 67,050 千円

学校費補助金　学校施設環境改善交付金（１／３） 16,679 千円

中学校債　中学校大規模改造事業債 40,300 千円

52,493 千円

補正前 6,923,487 千円 52,493 千円

.

30,112 千円

補正前 0 千円 30,112 千円

35,100 千円

補正前 0 千円 35,100 千円

40,300 千円

補正前 0 千円 40,300 千円

（ａ）歳出

 (ｂ)歳入

　　《財源　市債》

　　《財源　国庫支出金》

(款）22．市債　(項）1．市債　(目）9．教育債

小学校債　小学校大規模改造事業債

(款）22．市債　(項）1．市債　(目）9．教育債

中学校債　中学校大規模改造事業債

(款）15．国庫支出金　(項）2．国庫補助金　(目）7．教育費国庫補助金

学校費補助金　学校施設環境改善交付金（１／３）

地方交付税　普通交付税

(款）11．地方交付税　(項）1．地方交付税　(目）1．地方交付税

（教育総務課）

【学校施設・設備整備事業】

委託料　測量設計等委託料

★〔補正理由〕★

長野中学校のトイレ整備を実施するため。

　　《財源　市債》

工事請負費　中学校施設設備改善工事

委託料　測量設計等委託料

★〔補正理由〕★

楠小学校のトイレ整備を実施するため。

　　《財源　国庫支出金》

(款）10．教育費　(項）3．中学校費　(目）3．中学校建設費

工事請負費　小学校施設設備改善工事

(款）10．教育費　(項）2．小学校費　(目）3．小学校建設費

（教育総務課）

【学校施設・設備整備事業】

一般会計
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